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基盤強化研究開発事業について
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 １９８０年頃から始まった移動通信システムは３０年間で約１０万倍の通信速度向上を達成し
ており、それに伴って様々なサービスが⽣まれてきた。

 国内で2020年から始まった５Gは、通信速度の向上だけではなく、超低遅延・多数同時接続の機
能も追加されると⾒込まれており、スマート⼯場や⾃動運転等の産業⽤途のほか、遠隔医療や減
災・ 防災等、地域の社会課題の解決にもつながる。

 ５G含む情報通信システムは国⺠⽣活・経済活動の基盤であり経済安全保障の観点からも重要。

○８K動画配信など従来のスマホ端末の延⻑
（超⾼速・⼤容量（データ量100倍︓2時間映画を3秒でダウンロード）で実現）

○遠隔医療（⼿術）、⾃動運転の実現
（超低遅延（10分の1の遅延︓0.001秒でデータを伝達）で実現）

○スマート⼯場・スマート建設の実現
（多数同時接続（100倍の機器に同時接続︓
⼀スペースで、100台以上接続）で実現）

５Gの特徴

⼈⼿不⾜の地⽅こそ、５Gに期待

出典︓総務省情報通信⽩書

移動通信システムの変遷（第１世代〜第５世代）
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５Gシステムの重要性



【開発テーマ】
（１）ポスト５G情報通信システムの開発【委託、補助】
（２）先端半導体製造技術の開発【委託、補助】

ポスト５G情報通信システム基盤強化研究開発事業

経済産業省
(研)新エネルギー・
産業技術総合開発

機構(NEDO)補助
(基⾦造成)

⺠間企業・
研究機関・

⼤学等

【審査ポイント】
・技術観点（新規性、技術レベル、達成時期等）
・事業観点（需要把握状況、国内・海外売上/シェア⾒通し等）
【プロジェクト期間中】
・継続フォロー/計画⾒直し(毎年の進捗確認、ステージゲート等)
・委託費返還制度

【インパクト】
⼯場や⾃動⾞といった多様
な産業⽤途への活⽤が⾒
込まれるポスト５G情報通
信システムの開発・製造基
盤の強化。
また、国内で半導体を⽣産
す る 企 業 の 合 計 売 上 ⾼
（半導体関連）として、
15 兆円超の実現に寄与
する。（2030 年）

【予算規模】
基⾦総額︓14,723億円
令和元年度補正︓1,100億円
令和２年度補正︓900億円
令和３年度補正︓1,100億円
令和４年度補正︓4,850億円
令和５年度補正︓6,773億円

 第４世代移動通信システム（４Ｇ）と⽐べてより⾼度な第５世代移動通信システム（５Ｇ）は、現在各国で商
⽤サービスが始まりつつあるが、さらに超低遅延や多数同時接続といった機能が強化された５Ｇ（以下、「ポスト５
Ｇ」）は、今後、⼯場や⾃動⾞といった多様な産業⽤途への活⽤が⾒込まれており、我が国の競争⼒の核となり得
る技術と期待。

 本事業では、ポスト５Gに対応した情報通信システム（以下、「ポスト５G情報通信システム」）の中核となる技術を
開発することで、我が国のポスト５G情報通信システムの開発・製造基盤強化を⽬指す。
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ポスト５Ｇ情報通信システムのスコープ
 ポスト５G時代では、量⼦コンピュータやスパコン、IoTデバイス等を各種ネットワークでつなぎ、⼤規模なシミュレーションや個別の

端末等における情報処理を最適化する。
 これらの実現のためには、基盤となる最先端半導体およびシステムとしての量⼦やスパコン、IoTデバイス、そしてそれらを統合管

理するソフトウェアや通信システムが必要であり、これらを統合的に開発し、社会実装していかねばならない。
 こうした社会基盤整備は幅広い産業や国家サービスの⽣産性を向上させるものであり、経済成⻑に不可⽋な要素。

超⾼速⼤容量光ネットワークや
5G/ポスト5G

スーパーコンピュータ AIコンピュータ ⾼性能コンピュータ
（量⼦古典ハイブリッド）

・・・ ・・・

半導体

ゲート型
量⼦コンピュータ

アニーリング型
量⼦コンピュータ

⾞載コンピュータ

超⾼性能CPU

エッジAI⽤
半導体

スマホ・タブレット

GPU
AIアクセラレータ等

【古典】

ハードウェア
レイヤー

ソフトウェア
レイヤー

基盤技術
レイヤー

【データ連携基盤】

・・・
政府、防災、教育、医療、⾃動⾞、航空、電池、素材、⾦融、エネルギー、⽇⽤品、海運、地図、建設、リサイクル…

【情報通信基盤】

PC

センサー

【エッジ端末】

半導体

複合機
移動通信（５G)

中継器 海底ケーブル

光
ই

ॖ
ং
␗

フィジカル空間

・・・

技術進化

【計算基盤】

【量⼦】

AIの基盤モデル
計算資源マネージャー
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 5Gの後半に相当する「ポスト5G」は、超低遅延や多数同時接続といった特性から、多様な産業⽤途への活⽤が
⾒込まれており、我が国の競争⼒の核となり得る技術であり、以下の技術開発を⽀援。

① 我が国が現在でも⼀定の競争⼒を持ち得る基地局無線部、光伝送装置の⾼度化の促進。
② 専⽤機から汎⽤サーバ・ソフトウェアへと競争軸の変化が起こりつつあるコアネットワーク、基地局制御部等

の市場の早期獲得。
③ O-RAN(オープンインターフェース規格)の国際的な普及に向けた技術開発により、海外企業を取り込み。
④ 産業⽤途サービス創出のさらなる促進により、ポスト5G利⽤市場を拡⼤。

 ⽇本企業は世界に先駆けて国内でのオープンRANの商⽤展開を進めており、各国の５G基地局新規・⼊替え
需要にスピード感を持って対応してくことが重要。
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（１）ポスト５G情報通信システムの開発

④ 産業⽤途サービス創出のさらなる促進

伝送路基地局無線部
コネクティッドカー

スマート⼯場

②専⽤機から汎⽤サーバ・ソフトウェアへと競争軸の変化が起こりつつある分野③O-RANの国際的な普及の促進

インターフェース

＜情報通信システムのイメージ＞

基地局制御部 コアネットワーク

MEC
端末通信
モジュール

①我が国が現在でも⼀定の競争⼒を持ち得る分野
計算基盤



出典︓2009、2014、2019はInforma、2016、2020、2021、2022はOmdiaの情報を元に経産省作成

基地局市場において⽇本企業はこれまで国内市場に注⼒しており、売上の⼤半は国内での受注が
⼤半であった。その結果、グローバル市場でのシェアは取れておらず、存在感を⽰せていない状況。

中国企業が市場シェアを拡⼤、欧州企業は引き続き⼀定のシェアを確保する中で、市場は欧州・
中国企業による寡占化状態となっている。

 ミッションクリティカルな⽤途への活⽤が⾒込まれる５Gシステムを構成する基地局等の安定的な開
発供給の重要性は⾼まっており、経済安全保障上の観点から我が国の産業基盤を発展させていく
ことが必要不可⽋である。

ウクライナ侵攻を受け、ノキ
ア、エリクソン、ファーウェイなど
外資系通信企業⼤⼿が同
地での事業から続々と撤退、
あるいは撤退を表明。
ロシアの通信サービス提供

に必要なネットワーク機器の
⼤半は海外からの納⼊に依
存しており、通信網の維持に
⽀障が出る可能性を指摘さ
れている。

ロシア携帯通信網は破綻の恐れ ノキアなど撤退で
「死にゆく技術の博物館」に(2022/5/6、Newsweek)

ウクライナ侵攻を受け、通信ベンダーが
撤退等を⾏ったロシアの通信網に関する記事

出典︓ Newsweek （2022年5⽉6⽇記事） 5

基地局市場の現状と経済安全保障の観点からの産業基盤維持の重要性
（１）ポスト５G情報通信システムの開発

世界の基地局市場における各社のシェア推移（⾦額ベース）
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⽣成AI基盤モデル開発の⽀援について
• ⽣成AIは、従来のAIでは不可能だった、様々な創造的な作業を⼈間に代わって⾏える可能性があることから、

産業活動・国⺠⽣活に⼤きなインパクトを与えると考えられており、ポスト5G情報通信システムを⾼度化させ
る重要な機能として⽣成AIが期待されている。

• 特に、⽣成AIのコア技術となる「基盤モデル」は、⽣成AIを活⽤した様々なサービスを⽀える個別モデルを⽣み
出す技術基盤である。

…

ハードウェア

半導体（GPU）

ソフトウェア

学習⽤データ

個別
モデル

個別
モデル

個別
モデル

個別
モデル学習⽤データ

学習⽤データ

学習⽤データ

学習⽤データ

…

…
…

サービス
提供データ収集

特化型
基盤モデル

個別
モデル …

特化型
基盤モデル

個別
モデル

基盤モデル 基盤モデル



⽇本の凋落 －⽇本の半導体産業の現状（国際的なシェアの低下）－
• ⽇本の半導体産業は、1990年代以降、徐々にその地位を低下。

1987年
台湾TSMC設⽴

1992年
韓国サムスン電⼦が
DRAMシェア第１位

1999年
エルピーダ
メモリ設⽴

2001年
NEC、東芝等各社
がDRAM事業撤退

2003年
ルネサステクノ
ロジ設⽴
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億ドル 世界の売上⾼ ⽇本の売上⾼ ⽇本企業のシェア推移

1988年のシェア
⽇ 本︓50.3%
⽶ 国︓36.8%
アジア︓ 3.3%

2019年のシェア
⽇ 本︓10.0%
⽶ 国︓50.7%
アジア︓25.2%

1992年の売上ランキング
インテル1位
NEC2位
東芝3位
モトローラ4位
⽇⽴5位
TI6位
富⼠通7位
三菱8位
フィリップス9位
松下10位

2019年の売上ランキング
インテル1位
サムスン2位
SK3位
マイクロン4位
ブロードコム5位
クアルコム6位
TI7位
STマイクロ8位
キオクシア9位
NXP10位

2008年
台湾TSMCが世界ファウ
ンドリシェアの50%を獲得

（出典）Omdiaのデータを基に経済産業省作成

将来的に
⽇本シェアは
ほぼ0%に!?

予測
2013年
エルピーダメモリが
マイクロンに買収

（２）先端半導体製造技術の開発
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ステップ３
将来技術の研究開発

ステップ２
次世代技術の確⽴

ステップ１
⾜下の製造基盤の確保

 Beyond2nm実現に向けた
研究開発（LSTC)

光電融合等ゲームチェンジとな
る将来技術の開発

２nm世代ロジック半導体の
製造技術開発

 Beyond2nm実現に向けた
研究開発（LSTC)

国内製造拠点の整備先端ロジック半導体

混載メモリの開発 NAND・DRAMの⾼性能化
⾰新メモリの開発

⽇⽶連携による信頼できる国内
設計・製造拠点の整備先端メモリ半導体

 GaN・Ga2O3パワー半導体の
実⽤化に向けた開発

 SiCパワー半導体等の性能向
上・低コスト化

従来型半導体の安定供給体
制の構築

産業⽤
スペシャリティ半導体

光チップレット、アナデジ混載
SoCの実現・実装 チップレット技術の確⽴先端パッケージ開発拠点の設⽴先端パッケージ

将来材料の実⽤化に向けた
技術開発

 Beyond 2nmに必要な次世
代材料の実⽤化に向けた技
術開発

先端半導体等の製造に不可⽋
な製造装置・部素材の安定供
給体制の構築

製造装置・部素材

地域の特性に合わせた地域単位での産学官連携による⼈材育成（⼈材育成コンソ等）
次世代半導体の設計・製造を担うプロフェッショナル・グローバル⼈材の育成⼈材育成

⽇⽶関係では、⽇⽶半導体協⼒基本原則に基づき、共同タスクフォース等の枠組みを活⽤し、⽶
NSTCとLSTCを起点に連携を深め、次世代半導体の開発等に取り組む

 EU・ベルギー・オランダ・英国・韓国・台湾等の諸外国・地域と、次世代半導体のユースケース作りや研究
開発の連携等に関し、相⼿国・地域のニーズ等に応じて進める

国際連携

 PFAS規制への対応
 半導体の⾼集積化・アーキテクチャの最適化・次世代素材開発により、半導体の⾼性能化・グリーン化

を実現
グリーン

半導体戦略の全体像 ⾚枠部分が本基⾦事業で取り組む項⽬
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（２）先端半導体製造技術の開発



Rapidus社への追加⽀援の決定

• Rapidus社に対して、今年度新たに5,900億円（前⼯程︓5,365億円、後⼯程︓535億円）の追加⽀
援を決定し、これまでの予算額と合わせると上限9,200億円の⽀援規模。

• 2nm世代半導体製造技術開発については、既にRapidus社から⽶IBM Albanyに100名程度の技術者
を派遣しており、当初計画通りに技術開発が進捗中。

• また、昨年９⽉に起⼯式を実施した千歳パイロットラインについては、2025年春の千歳パイロットライン稼働に
向けて、昨年度基礎⼯事まで完了し、今年末からEUV露光装置などの設備搬⼊を開始予定。

• 先⽉には、⽶⻄海岸サンタクララにRapidus Design Solutions LLCを設⽴し、今後AI半導体等の需要
獲得に向けたマーケティングを強化。

2022年度
（⽀援上限︓700億円）

• 製造拠点の建設予定地とし
て北海道千歳市を選定

• IBMと共同開発パートナー
シップを締結

• ImecとMOCを締結
• EUV露光装置の発注
• 短TAT⽣産システムに必要

な装置、搬送システム、⽣産
管理システムの仕様を策定

2023年度
（⽀援上限︓2,600億円）

• 北海道千歳市のパイロットラ
インの基礎⼯事

• IBMアルバニー研究所へ研
究員を派遣

• Imecのコアプログラムに参
加

• 短TAT⽣産システムに必要
な装置、搬送システム、⽣産
管理システムの開発

2020年代後半

• 2nm 世 代 半 導 体 の 短
TATパイロットラインの構築
と、テストチップによる実証

• その成果をもとに先端ロ
ジックファウンドリとして事業
化

2024年度
（⽀援上限︓5,900億円）

• 北海道千歳市のパイロットラ
インへの設備導⼊開始

• IBMへの技術者派遣による
2nm製造技術の⾼度化

• 短TAT⽣産システムに必要
な装置、搬送システム、⽣産
管理システムの開発

• 先端パッケージング技術（⼤
規模パネル、インターポーザ、
3次元実装技術等）の開発
に着⼿

• 国際連携として、⽶IBM, 独
Fraunhofer, 星A*STAR
と連携

前⼯程（上限700億円）

後⼯程(上限535億円)

前⼯程（上限2,600億円） 前⼯程（上限5,365億円）
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ラピダス社の事業計画
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パイロットライン稼働 量産開始

日本のパイロットラインへの技術移転

IBMとの
2nmテクノロジー
共同開発計画

キックオフ

Rapidusエンジニアをアルバニーに
派遣開始

Rapidus設⽴

次世代半導体の研究開発プロジェクトにRapidusが採択
IBMとRapidusが戦略的パートナーシップを締結
LSTC設⽴を発表

Rapidusがimecのコアパートナープログラムに参加
先端半導体⼯場の建設予定地として北海道千歳市を選定

北海道千歳市で次世代半導体プロジェクト及び⼯事計画等説明会開催

千歳事務所開設
シリコンバレーオフィス開設

IIM‐1起工式開催

IIM 完成構想図

千歳事務所



開発ライフサイクルと有識者によるモニタリングについて
• 事業開始後も、年1回の技術推進委員会は、アカデミア（⺠間経験者含む）や業界コンサル、

アナリスト等の外部有識者による進捗確認、助⾔を受け開発⽅針の⾒直し等を実施。
• 中間時点でのステージゲート審査では外部有識者により、進捗状況、市場変化を踏まえた開

発内容、事業計画の妥当性等を議論の上、後半年度の実施可否、⽬標⾒直し等を判断。
• 加えて、⾏政事業レビュー、会計検査、事業全体の中間検査等の場でのご指摘、ご助⾔を踏ま

え、基⾦事業全体の改善等を図っている。
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経済・社会等の変化
（誰が／何が、どう変化することを⽬指しているか）

直接コントロールできる部分
ロジックモデル

予算
[R04補正]485,009
[R03補正]110,003
[R02補正]  90,000
[R01補正]110,000
（単位︓百万円）

ポスト５Ｇ情報通
信システムの開発
（委託・助成）

（ｲﾝﾌﾟｯﾄ） （ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ） （ｱｳﾄﾌﾟｯﾄ） （中⻑期ｱｳﾄｶﾑ） （ｲﾝﾊﾟｸﾄ）
⼯場や⾃動⾞といっ
た多様な産業⽤途
への活⽤が⾒込まれ
るポスト５G情報通
信システムの開発・
製造基盤の強化。

また、国内で半導体
を⽣産する企業の合
計売上⾼（半導体
関連）として、15 
兆円超の実現に寄
与する。（2030 
年）

採択

[測定指標]
事業の採択件数
【R2実績】３４件
【R3実績】１２件
【R4実績】３件
【R5⾒込み】４件

実⽤化率50%以上
（累計）

[測定指標]
本事業で開発した技術
の実⽤化率（開発した
技術が実⽤化に⾄った
テーマ数／採択テーマ数
（ただし、先導研究は
除く）。）
【各採択テーマ終了後
概ね3年時点】50％以
上

（短期ｱｳﾄｶﾑ）
有識者の意⾒に基づ
き開発テーマごとに設
定した⽬標の達成

[測定指標]
当該時点までに研究開
発を完了したテーマのうち、
開発テーマごとに設定し
た⽬標を達成したテーマ
の割合（先導研究は除
く）︓８０％

先端半導体設
計・製造技術の開
発
（委託、助成）

採択

[測定指標]
事業の採択件数
【R2実績】１件
【R3実績】１０件
【R4実績】６件
【R5⾒込み】３件

有識者の意⾒に基づき
開発テーマごとに設定
した⽬標の達成

[測定指標]
当該時点までに研究開
発を完了したテーマのうち、
開発テーマごとに設定した
⽬標を達成したテーマの
割合（先導研究は除
く）︓８０％

実⽤化率50%以上
（累計）

[測定指標]
本事業で開発した技術
の実⽤化率（開発した
技術が実⽤化に⾄った
テーマ数／採択テーマ
数（ただし、先導研究
は除く）。）
【各採択テーマ終了後
概ね3年時点】50％以
上
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半導体⽀援策（量産⽀援も含む）の各国⽀援規模
 ⽶CHIPS法では、半導体・製造装置の投資に、最⼤25％の税額控除を措置。補助⾦(5〜15%)と税制

(25%)の重複適⽤が可能。加えて、NY州における5%の税額控除等、各州における⽀援も存在。
 中国の中央政府は半導体関連技術へ計５兆円を超える⼤規模投資。地⽅政府でも計5兆円を超える基

⾦が存在。さらに、中央政府は24年５⽉に約7兆円規模の新基⾦を設⽴。10年間の法⼈税免除・減免
等も存在。

 ⽇本の戦略税制は、従来型半導体のみが対象であり、⼤規模投資が必要な先端半導体は対象外。また、
同⼀の投資計画について、補助⾦と税制の適⽤は不可。

13（出所）OECD、国連統計、各国政府等HP、報道情報等



政策動向国・地域
• 「The CHIPS and Science Act of 2022」が成⽴。半導体関連（半導体及

び関連材料・装置）のための設備投資等への補助基⾦（５年で390億ドル(約
5.3兆円)）やR＆D基⾦（５年で110億ドル(約1.5兆円)）、半導体製造・装
置の設備投資に対する25%の減税等が措置。(2022.8) 商務省は⽬標などを記し
たVision for Success及び、CHIPS法における半導体関連投資等補助基⾦
（390億ドル）に関する詳細を公開。また、最先端・現世代・成熟ノードの半導体
（後⼯程含む）について、申請受付を開始。（2023.2）また、NSTCのビジョンと
戦略を発表。（2023.4）製造装置・材料の3億ドル以上の⼤規模設備投資につ
いて、申請受付を開始。（2023.6）ガードレール条項の最終条項を発表。3億ドル
未満の設備投資についても申請受付開始。（2023.9）24年5⽉末までにインテ
ルやTSMCを含む9件を認定（2024.5）

• 中国向けに輸出される、①AI処理やスーパーコンピュータに利⽤される半導体、②先
進的な半導体製造に利⽤される半導体製造装置等、に対する新たな半導体輸出
管理措置の導⼊を発表（2022.10）AI関連チップや製造装置の規制をさらに強化
した半導体輸出管理措置の最終規則を発表（2023.10）

• 中国からの半導体輸⼊に関する関税引き上げを発表（2024.5）

⽶国

• 「国家集積回路産業投資基⾦」を設置(ʼ14年, ʼ19年, ʼ24年)、半導体関連技術
へ、計12兆円を超える⼤規模投資。

• これに加えて、地⽅政府で計5兆円を超える半導体産業向けの基⾦が存在（合計
17兆円超）

• 集積回路⽣産企業に10年間の法⼈税免除・減免などを含む⽀援策を設定。
（2020.9）法⼈税免税措置の延⻑を決定。（2023.3）

• 「国家⾞載半導体の標準システム構築のガイドライン」に関するパブリックコメントを実
施。（2023.3)

中国

2022年8⽉、バイデン⽶⼤
統領がCHIPS法に署名し、
同法が成⽴。

（出典）Bloomberg

半導体に関する各国・地域の政策動向①
 各国・地域が、経済安全保障の観点から重要な⽣産基盤を囲い込むため、異次元の⽀援策等を実施。

※以下の為替レートで計算
1USドル=135円
1ユーロ=145円
100ウォン=10.5円
1台湾ドル=4.4円

（出展）各国政府HP・報道等
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政策動向国・地域
• 2030年に向けたデジタル戦略「デジタル・コンパス2030」を発表。次世代半導体の欧

州域内⽣産の世界シェア20%以上を⽬指すこととしている。（2021.3）
• 半導体の域内⽣産拡⼤や研究開発強化を図る「欧州半導体法案」を発表。2030

年までに累計430億ユーロ（約6.2兆円）規模の官⺠投資を計画。①ヨーロッパイ
ニシアチブ設置、②安定供給確保のための新たな⽀援枠組設定 、③半導体市場の
監視と危機対応の３本柱から構成。 (2022.2)2023年9⽉に施⾏。②の安定供
給確保のための新たな⽀援枠組の対象を、半導体の⽣産に必要な設備の製造拠点
や設計拠点にも拡⼤。(2023.9)

欧州

• 台湾への投資回帰を促す補助⾦等の優遇策を始動。（2019.1）「台湾投資三
⼤⽅案」を活⽤した台湾企業の投資⾦額は累計で2.1兆台湾元（約9.4兆円）に。
（2023.5）

• 産業創新条例（台湾版CHIPS法）の改正案が可決。半導体関連のR&D費⽤に
最⼤で25%の税額控除を適⽤。(2023.1)

台湾

• 「半導体超強⼤国達成戦略」を発表。インフラ⽀援、規制緩和、税制⽀援等により、
2026年までに、340兆ウォン以上（約35.7兆円以上）の投資を達成する⽅針。
（2022.7）

• 半導体関連等の設備投資に対し、追加税額控除を含めると、⼤企業・中堅企業で最
⼤25%、中⼩企業では最⼤35%に税額控除率を引上げること等を盛り込んだ租税
特例制限法改正案が可決。（2023.3）

• ※追加税額控除︓国家戦略技術の投資税額控除率から、投資増加分（2023年
投資額－直前3年平均投資額）について１０％追加で税額控除（2023年1年限
り）

• 約17兆ウォン（1.8兆円）の⾦融⽀援プログラムなどを含む26兆ウォン以上（約2.7
兆円以上）の新たな半導体産業⽀援策を発表（2024.5）

韓国

※以下の為替レートで計算
1USドル=135円
1ユーロ=145円
100ウォン=10.5円
1台湾ドル=4.4円

（出展）各国政府HP・報道等
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半導体に関する各国・地域の政策動向②
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官⺠のリスク分担の考え⽅について（半導体）
• 委託・補助の有無など、官⺠のリスク分担の考え⽅については、実施テーマごとに異なっており、半導体事業に

おける⼀例を⽰す。

次々世代⼤容量・広帯域メモリHBM4Eの研究開発光チップレット実装技術の研究開発テーマ名
令和５年１０⽉３⽇令和６年１⽉３０⽇採択⽇

マイクロンメモリジャパンNTT、古河電⼯、NTTイノベーティブデバイス、
NTTデバイスクロステクノロジ、 新光電気実施者

助成（１/２）委託委託・助成
⽣成AIの利活⽤が進むポスト５G社会に向けて、データセントリックな
⾼度コンピューティングシステム構築において、⾼速・低消費電⼒・⼤
容量化に対応した広帯域メモリ（HBM）の開発を実施。

⾼性能かつ省エネルギーな計算基盤の実現に向けて、これまで電
気で駆動していたデバイスにおいて、チップ間を光配線でつなぐパッ
ケージ内光電融合技術を開発。

概要

⼤容量、⾼速、省電⼒の性能を低コストで実現するメモリの開発は
極めて重要であるが、実⽤化時期は2020年代中と想定され、事業
化の予測、市場の拡⼤がある程度の確度で予想でき、その上で本開
発は個社に裨益する部分が⼤きいと判断し、助成率を導⼊した開発
を実施。

光電融合技術は激増するデータ処理量、それに伴うエネルギー消
費量の増⼤を⽌めるうえで重要な開発であり、実⽤化時期は
2030年代と想定され、⻑期的な研究開発が必要かつ現時点で
事業性を⼗分に予測できず、⺠間に任せると必要な投資が進まな
い懸念があり、委託事業にて実施。

委託・助成の
理由
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官⺠のリスク分担の考え⽅について（通信）

• 委託・補助の有無など、官⺠のリスク分担の考え⽅については、実施テーマごとに異なっ
ており、通信事業における⼀例を⽰す。

オープンRAN対応の仮想化基地局を⽤いたインフラシェアリングの研
究開発基地局装置間の相互接続性等の評価・検証技術の開発テーマ名

令和５年４⽉１４⽇令和２年６⽉２９⽇採択⽇
株式会社NTTドコモ、富⼠通株式会社富⼠通株式会社、⽇本電気株式会社実施者

助成（１/3）委託委託・助成
オープンRAN対応を⽤いたインフラシェアリングでの基地局整備を迅速
に進めるため、①異なる周波数割り当ての組み合わせへ柔軟に変更
可能なRUのハードウェア・ソフトウェアの開発、①様々なインフラシェアリ
ング形態に対応し、柔軟に基地局リソースを変更可能なSMOの⾼度
化開発を⾏い、海外の実フィールドでの実証実験を実施する。

O-RANフロントホールインタフェース仕様の普及及びこれに準拠し
た基地局機器の導⼊促進による早期の市場形成実現に向け、
異なるベンダー間での相互接続性及び運⽤影響性を効率的に検
証する技術を確⽴し、さらに海外において検証環境を⽴ち上げ、
実運⽤に近い環境での検証技術の開発を⾏う。

概要

オープンRANの推進によるベンダー多様化はネットワークの安全性・信
頼性・強靭性に寄与。オープンRANの普及は、⽇⽶連携の取り組み
の⼀つとして実施しており、政策的な重要性は増している。その⼀⽅
で、オープンRAN市場は拡⼤しつつあり、海外での実証実験等商
⽤導⼊に近い部分の研究開発を⽀援するため、補助にて実施。

当時、グローバルで市場が確⽴されていなかったオープンRAN基地
局市場において、様々なベンダーの様々な装置の相互接続性等
の評価・検証技術という基盤的な研究開発であり、事業性を⼗
分に予測できず、⺠間に任せると必要な投資が進まない懸念があ
り、委託事業にて実施。

委託・助成の
理由

研究開発内容イメージ 研究開発内容イメージ
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ポスト５Gの産業競争⼒・経済安全保障上の重要性
• ３G、４Gは、ガラケー・スマホでの利⽤が主であり、モバイル⽤途中⼼のコミュニケーションツール

としての位置付け。⼀⽅で、ポスト５Gは、「更なる⼤容量化」に加え、「超低遅延」・「多数同時
接続」といった機能の追加により、産業利⽤への拡⼤など⽤途が⾶躍的に拡⼤。産業競争⼒に
とってのコア技術へとその位置付けが⼤きく変化。

• また、ＡＩの登場とも相まって取扱いデータ量が爆発的に増加する中、情報通信関連技術の
安全性・信頼性に関する重要性も増⼤。情報通信システムやその基盤技術は、経済安全保障
上の重要課題となっている。

超低遅延多数同時接続

コネクテッドカー
（⾃動運転、遠隔運転、

⾞⾞間通信 等）

スマート製造
（リアルタイム⽣産制御、
サプライチェーン管理 等）

【ポスト５G】

【現在の５G】

⾼速・⼤容量
モバイル通信

出典︓2009,2014年はInforma、2020年はOmdiaの情報を元に経産省作成

３G
メールや⾳声電話等

３G

４G

5G

12.8

19.8

38.1

35.3

29.9

24.7

17.2

16.8

16.7

9.2

11.2

11.4

1.3

5.2

5.7

1.3

3.2

2.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2009

2014

2020

Huawei Ericsson Nokia ZTE Samsung ⽇本企業 その他

４G
動画・SNS等⽤途拡⼤

5G/ポスト５G
スマート⼯場、⾃動運転等

産業⽤途拡⼤

+

3G/4G/5G時代の世界の基地局市場のシェア推移


